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【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集（売出）金額】
 
一般募集 666,000,000円

オーバーアロットメントによる売出し 106,000,000円

（注）１　募集金額は、会社法上の払込金額（以下、本有価証券

届出書において「発行価額」という。）の総額であ

り、平成31年２月15日（金）現在の株式会社東京証券

取引所における当社普通株式の終値を基準として算出

した見込額であります。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて

買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行

価格）で一般募集を行うため、一般募集における発行

価格の総額は上記の金額とは異なります。

２　売出金額は、売出価額の総額であり、平成31年２月15

日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。

【安定操作に関する事項】 １　今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式につ

いて、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取

引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる

場合があります。

２　上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を

開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所であり

ます。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 600,000株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式

単元株式数　100株

　（注）１　平成31年２月22日（金）開催の取締役会決議によります。

２　本募集（以下、「一般募集」という。）に伴い、その需要状況等を勘案し、90,000株を上限として大和証券

株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式の売出し（以下、「オーバーアロットメントによる売出し」

という。）を行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　２　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

３　一般募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、その内容につきましては、後記

「募集又は売出しに関する特別記載事項　３　ロックアップについて」をご参照下さい。

４　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

　平成31年３月４日（月）から平成31年３月７日（木）までの間のいずれかの日（以下、「発行価格等決定日」とい

う。）に決定される発行価額にて後記「３　株式の引受け」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異

なる価額（発行価格）で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集におけ

る発行価格の総額との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 － － －

一般募集 600,000株 666,000,000 333,000,000

計（総発行株式） 600,000株 666,000,000 333,000,000

　（注）１　全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２　発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額

を減じた額とします。

４　発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成31年２月15日（金）現在の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格（円）
発行価額
（円）

資本組入額
（円）

申込株
数単位

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

（注）１、２

（発行価格等決定

日の株式会社東京

証券取引所におけ

る当社普通株式の

終値（当日に終値

のない場合は、そ

の日に先立つ直近

日 の 終 値 ） に

0.90～1.00を乗じ

た価格（１円未満

端数切捨て）を仮

条件とします。）

未定

（注）１、

２

未定

（注）１
100株

自 平成31年３月８日(金)

至 平成31年３月11日(月)

（注）３

１株につ

き発行価

格と同一

の金額

平成31年３月14日(木)

　（注）１　日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

る需要状況等を勘案した上で、平成31年３月４日（月）から平成31年３月７日（木）までの間のいずれかの

日（発行価格等決定日）に、一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（当社が引受人

より１株当たりの新株式払込金として受取る金額）及び資本組入額を決定します。なお、資本組入額は前記

「(1）募集の方法」に記載の資本組入額の総額を前記「１　新規発行株式」に記載の発行数で除した金額と

します。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）

が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、

資本組入額の総額、差引手取概算額、手取金の使途、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及び

オーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事

項分の交付に代え、発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書

の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］

https://www.atled.jp/ir/）（以下、「新聞等」という。）において公表します。発行価格等が決定される

前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。

また、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記

載内容についての訂正が含まれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いま

せん。

２　前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価

格と発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３　申込期間については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定する予定で

あります。なお、上記申込期間については、需要状況等を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況等の把握期間は、最長で平成31年３月１日（金）から平成31年３月７日（木）までを予定しておりま

すが、実際の発行価格等の決定期間は、平成31年３月４日（月）から平成31年３月７日（木）までを予定し

ております。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成31年３月４日（月）の場合、申込期間は「自　平成31年３月５日（火）　至　

平成31年３月６日（水）」

②　発行価格等決定日が平成31年３月５日（火）の場合、申込期間は「自　平成31年３月６日（水）　至　

平成31年３月７日（木）」

③　発行価格等決定日が平成31年３月６日（水）の場合、申込期間は「自　平成31年３月７日（木）　至　

平成31年３月８日（金）」

④　発行価格等決定日が平成31年３月７日（木）の場合、上記申込期間のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５　申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６　申込証拠金には、利息をつけません。

７　株式の受渡期日は、平成31年３月15日（金）であります。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。
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社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替により行われます。

 

（３）【申込取扱場所】

　後記「３　株式の引受け」欄に記載の引受人及びその委託販売先金融商品取引業者の本店及び国内各支店で

申込みの取扱いをします。

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　渋谷支店 東京都渋谷区渋谷一丁目24番16号

　（注）　上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

 

３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 600,000株

１　買取引受けによります。

２　引受人は新株式払込金とし

て、払込期日に払込取扱場

所へ発行価額と同額を払込

むこととします。

３　引受手数料は支払われませ

ん。ただし、一般募集にお

ける価額（発行価格）と発

行価額との差額は引受人の

手取金となります。

計 － 600,000株 －

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

666,000,000 9,000,000 657,000,000

　（注）１　引受手数料は支払われないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。ま

た、消費税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成31年２月15日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額657,000,000円については、①設備投資資金、②広告宣伝費、③人材採用費及び人件費

に充当する予定であります。具体的には以下を予定しております。

①　サービスの機能強化や新規機能開発に伴う当社パッケージソフト「Ｘ－ｐｏｉｎｔ」及び「ＡｇｉｌｅＷ

ｏｒｋｓ」並びにクラウドサービス「ＡＴＬＥＤ Ｗｏｒｋ Ｐｌａｔｆｏｒｍ」のソフトウェア開発のため

の設備投資資金として453,000千円を充当（平成32年３月期：200,000千円、平成33年３月期：200,000千

円、平成34年３月期：53,000千円）

②　当社の製品及びサービスの知名度向上のための広告宣伝費（ＷＥＢ広告及びセミナー費用等）として

64,000千円を充当（平成32年３月期：42,000千円、平成33年３月期：22,000千円）

③　クラウドビジネス拡大のための人材確保にかかる人材採用費及び販売拡大等の人員補強を目的とした人件

費として140,000千円を充当（平成32年３月期：72,000千円、平成33年３月期：68,000千円）

　上記手取金は、実際の充当時期までは、当社預金口座にて適切に管理致します。

　ただし、発行価格等の決定に伴う手取概算額の変動により、手取概算額が804,000千円を超過した場合は、

将来のソフトウェア開発のための設備投資資金に充当する方針でありますが、当該内容等について具体化して

いる事項はなく、具体的な資金需要が発生し、支払時期が決定するまでは、当社預金口座にて適切に管理致し

ます。

　なお、本有価証券届出書提出日（平成31年２月22日）現在の当社の設備計画の内容については、後記「第三

部　追完情報　１　設備計画の変更」に記載のとおりであります。
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第２【売出要項】

１【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

普通株式 90,000株 106,000,000
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

大和証券株式会社

　（注）１　オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集に伴い、その需要状況等を勘案し、90,000株を上限とし

て大和証券株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式の売出しであります。上記オーバーアロットメン

トによる売出しの売出数は上限を示したものであり、需要状況等により減少し、又はオーバーアロットメン

トによる売出しそのものが全く行われない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　２　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格及び引受人の

手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差引

手取概算額、手取金の使途、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントに

よる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代え、発行価格等決定日の翌日付

の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日まで

の期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］https://www.atled.jp/ir/）（新聞等）におい

て公表します。発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、

目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定

に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には、目論見書の訂正事項分

が交付され、新聞等による公表は行いません。

２　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３　売出価額の総額は、平成31年２月15日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。

 

２【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約
の内容

未定

(注)１

自　平成31年

３月８日(金)

至　平成31年

３月11日(月)

(注)１

100株

１株につき

売出価格と

同一の金額

大和証券株式会社

及びその委託販売

先金融商品取引業

者の本店及び国内

各支店

－ －

　（注）１　売出価格及び申込期間については、前記「第１　募集要項　２　株式募集の方法及び条件　(2）募集の条

件」において決定される発行価格及び申込期間とそれぞれ同一とします。

２　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３　申込証拠金には、利息をつけません。

４　株式の受渡期日は、平成31年３月15日（金）であります。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替により行われます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　株式会社東京証券取引所における市場変更について

　当社普通株式は、本有価証券届出書提出日（平成31年２月22日）現在、株式会社東京証券取引所マザーズに上場さ

れておりますが、平成31年３月15日（金）に株式会社東京証券取引所における市場変更を予定しております。

 

２　オーバーアロットメントによる売出し等について

　一般募集に伴い、その需要状況等を勘案し、90,000株を上限として大和証券株式会社が当社株主より借受ける当社

普通株式（以下、「貸借株式」という。）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行う場合がありま

す。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は上限を示したものであり、需要状況等により減少し、又はオー

バーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。

　オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、大和証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出

しの売出数を上限として、追加的に当社普通株式を取得する権利（以下、「グリーンシューオプション」という。）

を、平成31年３月15日（金）から平成31年３月26日（火）までの間を行使期間として、当社株主より付与されます。

　大和証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間（以下、「申込期間」とい

う。）中、当社普通株式について安定操作取引を行う場合があり、当該安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部

を貸借株式の返還に充当する場合があります。

　また、大和証券株式会社は、申込期間終了日の翌日から平成31年３月26日（火）までの間（以下、「シンジケート

カバー取引期間」という。（注））、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数を上限として、株式会社

東京証券取引所において当社普通株式の買付け（以下、「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があり、

当該シンジケートカバー取引で買付けられた株式は全て貸借株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー

取引期間内においても、大和証券株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロット

メントによる売出しを行った株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　大和証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数から上記の安定操作取引及びシンジ

ケートカバー取引に係る貸借株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、グリーンシューオプションの行

使を行います。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場

合は、大和証券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借受け、当該株主から大和証券株式会社へのグ

リーンシューオプションの付与及び株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引は行われません。

（注）　シンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が平成31年３月４日（月）の場合、「平成31年３月７日（木）から平成31年３月26日

（火）までの間」

②　発行価格等決定日が平成31年３月５日（火）の場合、「平成31年３月８日（金）から平成31年３月26日

（火）までの間」

③　発行価格等決定日が平成31年３月６日（水）の場合、「平成31年３月９日（土）から平成31年３月26日

（火）までの間」

④　発行価格等決定日が平成31年３月７日（木）の場合、「平成31年３月12日（火）から平成31年３月26日

（火）までの間」

となります。

 

３　ロックアップについて

　一般募集に関連して、当社株主である株式会社ソフトクリエイトホールディングスは、大和証券株式会社に対し、

発行価格等決定日に始まり、一般募集の受渡期日から起算して180日目の日に終了する期間（以下、「ロックアップ

期間」という。）中、大和証券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式、当社株式に転換若しくは交換

されうる証券又は当社株式を取得若しくは受領する権利を表章する証券の売却等を行わない旨合意しております。

　また、当社は、大和証券株式会社に対し、ロックアップ期間中、大和証券株式会社の事前の書面による同意なしに

は、当社株式、当社株式に転換若しくは交換されうる証券又は当社株式を取得若しくは受領する権利を表章する証券

の発行等（ただし、一般募集及び株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない旨合意しております。

　上記のいずれの場合においても、大和証券株式会社は、ロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容

を一部又は全部につき解除できる権限を有しております。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社ロゴ を記載します。

 

・表紙裏に以下の内容を記載します。

１　募集又は売出しの公表後における空売りについて

(1）金融商品取引法施行令（以下、「金商法施行令」という。）第26条の６の規定により、「有価証券の取引等

の規制に関する内閣府令」（以下、「取引等規制府令」という。）第15条の５に定める期間（有価証券の募集

又は売出しについて、有価証券届出書が公衆の縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定し

たことによる当該有価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間（※１））において、当該

有価証券と同一の銘柄につき取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７項に規定する私設取引

システムにおける空売り（※２）又はその委託若しくは委託の取次ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又

は売出しに応じて取得した有価証券により当該空売りに係る有価証券の借入れ（※３）の決済を行うことはで

きません。

(2）金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行った空売り（※２）に係る有価証券の借入れ（※

３）の決済を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱いにより有価証券

を取得させることができません。

※１　取引等規制府令第15条の５に定める期間は、平成31年２月23日（土）から、発行価格及び売出価格を決

定したことによる有価証券届出書の訂正届出書が平成31年３月４日（月）から平成31年３月７日（木）

までの間のいずれかの日に提出され、公衆の縦覧に供された時までの間となります。

※２　取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。

・先物取引

・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除く。）、投資法人債券等の

空売り

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り

※３　取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け）を含

みます。

 

２　今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が

決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組

入額の総額、差引手取概算額、手取金の使途、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーア

ロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代

え、発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出

後 か ら 申 込 期 間 の 末 日 ま で の 期 間 中 の イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （［URL］

https://www.atled.jp/ir/）（以下、「新聞等」という。）において公表します。発行価格等が決定される前に

有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発

行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容につい

ての訂正が含まれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

 

・表紙の次に、以下に掲げる「１　事業の内容」から「３　業績等の推移」までの内容をカラー印刷したものを記載

します。
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・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載します。
 
［株価情報等］

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】
　平成28年12月22日から平成31年２月15日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び
株式売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。
　なお、当社普通株式は、平成28年12月22日付をもって株式会社東京証券取引所に上場いたしましたので、それ以前
の株価、ＰＥＲ及び株式売買高について該当事項はありません。

 

　（注）１　当社は、平成29年12月17日付で当社普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っており、株価、ＰＥＲ
及び株式売買高の推移（週単位）については、下記（注）２乃至４記載のとおり、当該分割を考慮したもの
としております。

２　・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。な
お、平成29年12月17日付株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を３で除した数値を株価とし
ております。
・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。
・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

３　ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

ＰＥＲ（倍）＝
週末の終値

１株当たり当期純利益金額
・週末の終値については、平成29年12月17日付株式分割の権利落ち前は当該終値を３で除した数値を週末の
終値としております。
・平成28年12月22日から平成29年３月31日については、平成28年11月18日提出の有価証券届出書の平成28年
３月期の１株当たり当期純利益金額を３で除した数値を使用。
・平成29年４月１日から平成30年３月31日については、平成29年３月期有価証券報告書の平成29年３月期の
１株当たり当期純利益金額を３で除した数値を使用。
・平成30年４月１日から平成31年２月15日については、平成30年３月期有価証券報告書の平成30年３月期の
１株当たり当期純利益金額を使用。

４　株式売買高については、平成29年12月17日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に３を乗じた数値を株
式売買高としております。

 

２【大量保有報告書等の提出状況】
　平成30年８月22日から平成31年２月15日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出はありませ
ん。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】

１　設備計画の変更

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第11期）の「第一部　企業情報　第３　設備の状況　３　設

備の新設、除却等の計画　(1）重要な設備の新設等」は、本有価証券届出書提出日（平成31年２月22日）現在（ただ

し、投資予定額の既支払額については平成30年12月31日現在）以下のとおりとなっております。

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定額（千円）

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
完成後の
増加能力

総額 既支払額

本社

（東京都渋谷

区）

ソフトウエアＸ－ｐｏｉｎｔ、Ａｇｉ

ｌｅＷｏｒｋｓ、ＡＴＬＥＤ Ｗｏｒｋ

Ｐｌａｔｆｏｒｍの機能強化及び新規

機能の開発

150,000 90,564 自己資金 平成30年４月 平成31年３月 （注）２

200,000 － 増資資金 平成31年４月 平成32年３月 （注）２

200,000 － 増資資金 平成32年４月 平成33年３月 （注）２

200,000 －
増資資金又は

自己資金
平成33年４月 平成34年３月 （注）２

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．既存ソフトウエア（Ｘ－ｐｏｉｎｔ、ＡｇｉｌｅＷｏｒｋｓ、ＡＴＬＥＤ Ｗｏｒｋ Ｐｌａｔｆｏｒｍ）の

サービス機能強化及び新規機能の開発を図ることを目的としておりますが、完成後の増加能力につきまして

は、合理的な算出が困難なため、記載しておりません。

 

２　臨時報告書の提出

　当社は、後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第11期）の提出日（平成30年６月22日）以後、本有

価証券届出書提出日（平成31年２月22日）までの間に、次のとおり臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

 

平成30年６月26日提出の臨時報告書

１　提出理由

　平成30年６月22日開催の当社第11期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第

24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を

提出するものであります。

 

２　報告内容

(1）株主総会が開催された年月日

平成30年６月22日

 

(2）決議事項の内容

議案　取締役６名選任の件

取締役として、林宗治、稲瀬敬一、佐藤淳、丸山嘉伸、坂田純孝及び玉木欽也の６名を選任するもので

あります。
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(3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件
決議の結果及び賛
成割合（％）

議案      

取締役６名選任の件      

      

林　宗治 47,503 157 －  可決　99.67

稲瀬　敬一 47,502 158 － （注）１ 可決　99.66

佐藤　淳 47,515 145 －  可決　99.69

丸山　嘉伸 47,435 225 －  可決　99.52

坂田　純孝 47,493 167 －  可決　99.64

玉木　欽也 47,495 165 －  可決　99.65

　（注）１．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

２．賛成の割合の計算方法は以下のとおりであります。

当該株主総会に出席した株主の議決権の数（当該株主総会前日までの事前行使分及び当日出席したすべての

株主分）に対する、事前行使分及び当日出席株主のうち、各議案の賛否に関して賛成が確認できた議決権の

数の割合であります。

 

(4）株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の集

計により各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当日出

席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。

 

３　資本金の増減

　「第四部　組込情報」の有価証券報告書（第11期）に記載された「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　

１　株式等の状況　(4）発行済株式総数、資本金等の推移」に記載された資本金について、当該有価証券報告書提出

日（平成30年６月22日提出）以後、本有価証券届出書提出日（平成31年２月22日）までの間において、次のとおり増

加しております。

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年６月６日（注

１、２）
2,400 6,801,600 168 279,712 168 279,712

平成30年７月１日～

平成30年９月30日（注

１）

41,400 6,843,000 2,898 282,610 2,898 282,610

　（注１）　新株予約権の行使による増加であります。

　（注２）　当社は、有価証券報告書（第11期）を平成30年６月22日に提出しておりますが、当該有価証券報告書におい

て、発行済株式総数増減数、発行済株式総数残高、資本金増減額及び資本金残高、資本準備金増減額及び資

本準備金残高には、平成30年６月１日から当該有価証券報告書提出日（平成30年６月22日）までの間に生じ

た新株予約権の行使による変動は含まれていないことから、上記の発行済株式総数増減数、発行済株式総数

残高、資本金増減額及び資本金残高、資本準備金増減額及び資本準備金残高には、平成30年６月６日に発生

した内容を記載しております。
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４　事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第11期）（有価証券報告書の訂正報告書を含む。）及び四半

期報告書（第12期第３四半期）（以下、「有価証券報告書等」という。）に記載された「事業等のリスク」につい

て、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日（平成31年２月22日）までの間において変更及び

追加すべき事項が生じております。以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、当該変更

及び追加箇所については、＿＿罫で示しております。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は以下の「事業等のリス

ク」に記載された事項を除き、本有価証券届出書提出日（平成31年２月22日）現在においてもその判断に変更はな

く、新たに記載する将来に関する事項もありません。なお、当該将来に関する事項については、その達成を保証する

ものではありません。

 

［事業等のリスク］

　当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を以

下に記載しております。あわせて、必ずしもそのようなリスクに該当しない事項についても、投資者の判断にとって

重要であると当社が考える事項については、積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、本項の記載内容

は当社株式の投資に関する全てのリスクを網羅しているものではありません。

　当社は、これらのリスクの発生可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の迅速な対応に努める方針で

ありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本項以外の記載内容もあわせて慎重に検討した上で行われる必

要があると考えております。

　なお、本項記載の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

１．事業内容について

(1）ワークフロー製品市場の動向について

　近年、ワークフロー製品市場は、企業の業務効率化や内部統制強化等のニーズを背景として拡大傾向にあり、

今後も継続した市場拡大を想定しております。

　なお、現状においても社内業務において「書類（紙）」又は「メール」を利用しているワークフロー製品未導

入企業が多く存在しているほか、内部統制の強化や法規制への対応等のためにワークフロー製品と各種社内シス

テムとの高度な機能連携を求める企業が増加する等、その潜在的需要は大きいものと考えております。また、中

小企業等においても、比較的簡易に導入が可能であるクラウドサービスを中心として導入需要は拡大しているも

のと考えております。当社は、これらのニーズに対して製品開発・機能強化を含めたアプローチを推進しており

ます。

　しかしながら、将来においてワークフロー製品にかかる市場規模又はその需要動向が当社の想定どおり推移す

る保証はなく、また、経済環境悪化等により企業のＩＴ・システム投資が低迷する可能性もあり、これらの動向

により当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）単一事業であることについて

　当社は、ワークフロー事業の単一事業であり、パッケージソフトである「Ｘ－ｐｏｉｎｔ」「ＡｇｉｌｅＷｏ

ｒｋｓ」、クラウドサービスである「Ｘ－ｐｏｉｎｔ Ｃｌｏｕｄ」「ＡＴＬＥＤ Ｗｏｒｋ Ｐｌａｔｆｏｒ

ｍ」を提供しております。

　「(1）ワークフロー製品市場の動向について」に記載のとおり、今後も継続したワークフロー市場の拡大を想

定しておりますが、事業環境の変化や当社製品サービスの競争力低下等が生じた場合、単一事業であるが故にそ

の影響を大きく受ける可能性があり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3）競合について

　当社が事業を展開するワークフロー製品市場は、ワークフロー製品にかかるパッケージソフト又はクラウド

サービスを提供する企業（ワークフロー機能を有するグループウェアやＥＲＰ等の製品・サービスを展開する企

業含む）が複数存在しており、これら企業との競合が生じております。

　また、一般にパッケージソフトやクラウドサービスは常に陳腐化リスクに晒されており、当社においては企業

等のニーズに応じた機能強化を継続的に実施していくことにより製品・サービスの競争力の維持向上に努めてお

ります。

　しかしながら、今後競合企業の事業拡大や大手企業等を含む新規参入の拡大等により競争が激化した場合に

は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(4）技術革新等への対応について

　ＩＴ業界は、技術革新のスピードが早く、それに伴う顧客ニーズの変化、関連製品やサービスの投入が相次い

で生じております。また、ワークフロー製品分野においても同様であり、先端技術を継続的に製品・サービスに

反映していくには多大な経営努力とコストを要します。

　当社は、これら技術革新やニーズ変化に対応すべく、積極的に技術情報の収集及び技術ノウハウの吸収並びに

製品・サービス開発への展開に取り組んでおります。

　しかしながら、当社の新技術等への対応が困難となる、又は開発にかかる対応が遅れた場合には、当社製品及

びサービスの競争力が低下する可能性があります。また、新技術等への対応のために追加的なシステム投資や開

発投資等の支出が拡大した場合には、採算悪化による収益性の低下を招き、当社の経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(5）製品・サービスにおける不具合・瑕疵等について

　当社は、製品・サービスの開発過程において、ソフトウエアにかかる厳格な試験を実施すること等により不具

合・瑕疵等の解消及び発生防止に努めておりますが、製品・サービスの投入後において重大な不具合・瑕疵等が

発見された場合には、その対応のため多大なコストが発生するほか、当社製品・サービスに対する信頼性を著し

く毀損する可能性があり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6）営業活動におけるパートナー企業への依存について

　当社の営業活動は、パートナー企業に大きく依存しております。特に販売先上位５社に対する売上高の当社売

上高全体に占める割合は概ね５割程度の水準となっており、これらの主要なパートナー企業の営業戦略や販売動

向により当社業績は影響を受けております。

　当社は、パートナー企業に対して、営業・技術支援の強化を推進しており、各パートナー企業との契約に基づ

き、安定的かつ長期的な取引関係の構築に努めております。加えて、当社事業の拡大及び販売網強化を推進する

ため、アライアンスパートナー制度を新設し、パートナー企業の拡大を図っております。

　今後において、主要パートナー企業との取引関係継続が困難となった場合や各社の事業戦略に変化が生じた場

合、又はパートナー企業の新規開拓が進捗しない場合等においては、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(7）法的規制について

　現時点において、当社事業そのものを規制する法的規制はないものと認識しておりますが、ＩＴ業界の変革は

激しいことから、今後新たな法令等の整備が行われる可能性は否定できず、当該内容によっては、当社の事業活

動に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8）業績の季節変動について

　当社製品・サービスは、導入企業において事業年度等に合わせて導入される傾向があること等から、当社の売

上高（特にフロー売上）は、９月及び３月に増加する傾向があります。過年度における当社四半期業績について

過度の偏重等は生じておりませんが、上記各月における売上増加の傾向は今後も継続するものと考えられます。

　なお、期末月に売上計上を計画する案件については、パートナー企業やユーザー企業の業務その他の要因によ

り期ずれが生じる可能性があり、当該要因により当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

２．事業体制について

(1）優秀な人材の確保について

　当社事業の継続的な発展及び急速な技術革新への対応には、優秀な人材の確保及び育成が不可欠であり、技術

者を中心とした採用及び育成に努めており、今後も積極的に強化を図っていく方針であります。

　しかしながら、一般的にＩＴ業界では技術者にとって売り手市場であると言われており、今後において人材採

用が困難となる場合、又は現在在籍する人材の流出が生じた場合、当社事業の円滑な運営及び拡大に支障をきた

す可能性があります。加えて、優秀な人材を確保・維持し又は育成するために費用が増加する可能性もあり、こ

れらに起因して、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(2）小規模組織であることについて

　当社は小規模な組織であり、業務執行体制及び内部管理体制もこれに応じたものとなっております。当社は今

後の事業拡大に応じて従業員の育成、人員の採用を行うとともに業務執行体制及び内部管理体制の充実を図って

いく方針でありますが、これらの施策が適時適切に進捗しなかった場合には、当社の事業展開に影響を及ぼす可

能性があります。

 

(3）知的財産権について

　当社は、第三者の特許権、商標権、意匠権等（以下、「知的財産権」という。）を侵害しないよう細心の注意

を払っております。しかしながら、当社事業分野における知的財産権の状況を完全に把握することは困難である

ことから、当社の事業に関連する知的財産権について、第三者における、当社が認識しない知的財産権が既に存

在した場合又は新たな特許等が成立した場合、当該第三者より知的財産権の侵害を理由とした損害賠償又は使用

差止等の請求を受ける可能性があり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）システム障害について

　当社のクラウドサービスは、インターネット通信網を通じて提供しており、また、サービス提供にかかるコン

ピュータシステムは外部のクラウドサービスを利用しております。

　当社においては、不測の事態に備えてインターネット回線やコンピュータシステム等にかかる冗長化、セキュ

リティ対応等の措置を行っておりますが、自然災害や事故その他によるインターネット通信網の切断や、ハード

ウェア・ソフトウエアの不具合、人的要因による障害、予想外の急激なアクセス増加による過負荷又は外部から

の不正アクセスその他によるシステム障害等が発生した場合には、当社サービス提供の継続に支障が生じる可能

性があります。また、これらの復旧や対策にかかる費用負担や当社の信頼性低下等により、当社の経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）情報セキュリティについて

　当社事業においては、多くのユーザー企業情報を保有しており、特にクラウドサービスにおいては、当社シス

テムにおいて個人情報等を含む各種情報を取り扱っております。当社は、これら情報の漏洩や重要データの消去

防止のため、セキュリティ対策の実施やデータバックアップ体制構築、社内における規程・マニュアル等の整

備、アクセス権限管理の徹底等を含む情報管理体制強化を推進しております。

　しかしながら、外部からの不正な手段によるサーバーへの侵入、当社役職員の過誤等による情報の漏洩や重要

データ消去等が発生した場合には、当社及びサービスにかかる信頼性が著しく低下する可能性があり、また、対

応のための費用や損害賠償請求の発生等により、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

３．その他

(1）親会社グループとの関係について

　当社の親会社は株式会社ソフトクリエイトホールディングスであり、本有価証券届出書提出日現在において当

社発行済株式総数の57.4％（3,930千株）を保有しております。親会社グループは、純粋持株会社である親会

社、子会社５社及び関連会社４社により構成されており、ＥＣソリューション事業、システムインテグレーショ

ン事業、物品販売事業を主な事業内容としております。

①　親会社グループにおける当社の位置付けについて

　当社は、親会社グループにおけるシステムインテグレーション事業に属しており、ワークフロー製品の開発

及び販売並びにクラウドサービスの提供等の事業を展開しております。また、当社事業においては、兄弟会社

である株式会社ソフトクリエイトをパートナー企業として、同社を通じた展開も行っております。

　親会社グループにおけるシステムインテグレーション事業には、株式会社ソフトクリエイトが属しておりま

す。同社はセキュリティ関連のパッケージソフトを開発・販売しておりますが、当社とは異なるパッケージソ

フト領域での事業展開であります。現時点において、これら親会社グループとの間に競合関係は生じておら

ず、今後も競合等が想定される事象はないものと当社は認識しております。

　しかしながら、将来において親会社の事業戦略や当社の位置付け等に著しい変更が生じた場合には、当社の

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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②　取引関係について

　当社と親会社グループとの取引について、親会社である株式会社ソフトクリエイトホールディングスとの間

でワークフロー製品のクラウドサービスにかかる取引が生じておりますが、当該取引は他のユーザー企業と同

条件の取引であります。

　兄弟会社である株式会社ソフトクリエイトとの間で、ワークフロー製品（「Ｘ－ｐｏｉｎｔ」及び「Ａｇｉ

ｌｅＷｏｒｋｓ」等）にかかる販売取引が生じております。同社は、当社ワークフロー製品販売にかかるパー

トナー企業の１社であり、同社との取引条件は、他のパートナー企業と同等であります。なお、平成30年３月

期及び平成31年３月期第３四半期累計期間における同社への売上高の当社全売上高に占める割合はそれぞれ

8.8％及び8.6％であり、当該取引は今後も継続していく方針であります。

　なお、取引関係は「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書「第５　経理の状況　１　財務諸表等　

(1）財務諸表　注記事項　関連当事者情報」のとおりであります。

 

③　人的関係について

　本有価証券届出書提出日現在、取締役会長である林宗治は、親会社代表取締役社長及び株式会社ソフトクリ

エイト代表取締役社長執行役員を兼務しております。同氏は、ＩＴ業界及び当社事業領域における知見の活用

及び事業に関する助言を得ること等を目的として、当社が招聘したものであります。

 

④　親会社の影響力について

　当社は、自ら経営責任を負って独立した事業経営を行っておりますが、親会社は平成30年９月30日現在、当

社の議決権の57.4％を保有しており、当社は同社の連結子会社となっております。また、親会社においては、

連結関係を維持するために必要となる当社株式を継続的に所有する方針であります。

　このような影響力を背景に、親会社は当社の株主総会における取締役の任免等を通じて当社の経営判断に影

響を及ぼし得る立場にあることから、議決権の行使にあたり、親会社の利益は、当社の他の株主の利益と一致

しない可能性があります。

 

第四部【組込情報】
　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第11期）

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

平成30年６月22日
関東財務局長に提出

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
（第11期）

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

平成31年２月22日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

（第12期第３四半期）
自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

平成31年２月１日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して

提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライ

ン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成30年６月22日

株式会社　エイトレッド  

 取締役会　御中 

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日高　真理子

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中井　清二

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エイトレッドの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

エイトレッドの平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月１日

株式会社エイトレッド

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日高　真理子　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中井　清二　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイト

レッドの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第12期事業年度の第３四半期会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エイトレッドの平成30年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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